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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第17期第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 

平成22年６月30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４

号 平成22年６月30日公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９

号 平成22年６月30日）を適用しております。 

当第２四半期連結会計期間において株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益を算定し

ております。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期

第２四半期 
連結累計期間

第17期
第２四半期 
連結累計期間

第16期

会計期間
自  平成22年11月１日
至  平成23年４月30日

自  平成23年11月１日 
至  平成24年４月30日

自  平成22年11月１日
至  平成23年10月31日

売上高 (千円) 5,669,797 6,400,494 12,148,024 

経常利益 (千円) 470,839 789,771 1,270,914 

四半期(当期)純利益 (千円) 142,704 339,480 214,598 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 142,704 339,480 214,598 

純資産額 (千円) 5,071,818 5,217,313 5,143,712 

総資産額 (千円) 12,681,214 12,049,187 12,159,315 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 19.29 47.61 29.00 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 19.22 47.37 28.92 

自己資本比率 (％) 40.0 43.3 42.3 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △118,958 910,538 887,769 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △642,343 △159,065 △1,671,013

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △741,356 △678,921 △1,161,764

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) 2,051,504 1,681,705 1,609,153 

回次
第16期

第２四半期 
連結会計期間

第17期
第２四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成23年２月１日
至  平成23年４月30日

自  平成24年２月１日 
至  平成24年４月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 14.29 35.35 
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４．第16期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。 

５．第17期第２四半期連結累計期間の１株当たり情報の算定上の基礎となる１株当たり四半期純利益及び潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられた期中平均株式数は、アイ・ケイ・ケイ従業員持株会専

用信託が所有する当社株式を控除しております。 

  

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。  

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。  

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

(1) 業績の状況 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による停滞から一部で持ち直

しの動きが見られたものの、欧州の債務危機や原油価格の高騰、長引く円高等により依然として厳しい

状況で推移いたしました。 

ウェディング業界におきましては、平成23年の婚姻件数は67万組と推計され（厚生労働省「平成23年

人口動態統計」）、ゲストハウス・ウェディングの需要は底堅く推移しておりますが、専門式場やホテ

ルのリニューアル、価格競争の激化、顧客ニーズの多様化等により、業界内の競合は厳しい状況が続い

ております。 

このような状況のもと、当社グループは「お客さまの感動のために！」という経営理念に基づき、感

動のウェディングを実現するため、接客力・企画提案力の向上や既存店のクオリティの維持・強化に積

極的に取り組み、多様化するお客様のニーズに的確に対応する体制の構築に努めてまいりました。東日

本大震災の影響により業績の回復が懸念されていた「ララシャンスいわき」（いわき支店）の業績が想

定以上に好転した他、前連結会計年度にオープンした「キュイジーヌ フランセーズ ラ・シャンス」

（富山支店レストラン）及び「ララシャンスベルアミー」（盛岡支店）が業績の向上に貢献しました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は6,400百万円（前年同四半期比12.9％増）、営業

利益は841百万円（同68.5％増）、経常利益は789百万円（同67.7％増）、四半期純利益は339百万円

（同137.9％増）となりました。 

なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。 

① 婚礼事業 

前連結会計年度にオープンした上記２店舗の稼動に加え、「ララシャンスいわき」（いわき支店）

の業績が想定以上に好転した他、開業関連費用が減少したこと等により、売上高は6,247百万円（前

年同四半期比13.5％増）、営業利益は833百万円（同71.7％増）となりました。 

② 葬儀事業 

売上高は153百万円（前年同四半期比6.7％減）、営業利益は８百万円（同41.3％減）となりまし

た。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 財政状態の分析 

総資産は、前連結会計年度末に比べ110百万円減少し12,049百万円となりました。これは主に、現金

及び預金が72百万円、売掛金が120百万円それぞれ増加した一方で、有形固定資産が236百万円減少した

ことによるものであります。 

負債は、前連結会計年度末に比べ183百万円減少し6,831百万円となりました。これは主に、未払法人

税等が226百万円増加した一方で、買掛金が108百万円、長期借入金が378百万円それぞれ減少したこと

によるものであります。 

純資産は、前連結会計年度末に比べ73百万円増加し5,217百万円となりました。これは、四半期純利

益339百万円の計上による増加と剰余金の配当86百万円による減少の他、「信託型従業員持株インセン

ティブ・プラン」の導入による信託契約に基づき自己株式の取得及び処分を行い、自己株式が181百万

円増加したことによるものであります。以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ1.0ポ

イント上昇し43.3％となりました。 

  
(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度末に比べ72百万円増加し1,681百万円となりました。 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

営業活動によって得られた資金は、910百万円（前年同四半期は118百万円の支出）となりました。収

入の主な内訳は、税金等調整前四半期純利益784百万円、減価償却費397百万円であり、支出の主な内訳

は、売上債権の増加額116百万円、仕入債務の減少額108百万円、法人税等の支払額180百万円でありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

投資活動に使用された資金は、159百万円（前年同四半期は642百万円の支出）となりました。これは

主に、有形固定資産の取得による支出148百万円であります。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に使用された資金は、678百万円（前年同四半期は741百万円の支出）となりました。これは

主に、長期借入金の返済による支出572百万円及び配当金の支払額86百万円の他、「信託型従業員持株

インセンティブ・プラン」の導入に伴う長期借入れによる収入194百万円及び自己株式の取得による支

出191百万円であります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。 

  
(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
 (注)  平成24年３月１日開催の取締役会決議により平成24年４月１日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、 

 発行可能株式総数は12,000,000株増加し、24,000,000株となっております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １ 大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)については、平成24年２月14日に上場廃止の申請を行い、平成

24年３月29日に上場廃止となっております。 

     ２ 平成24年３月１日開催の取締役会決議により平成24年４月１日付で１株を２株に株式分割いたしました。こ

れにより株式数は3,699,500株増加し、発行済株式総数は7,399,000株となっております。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000 

計 24,000,000 

種類
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成24年４月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年６月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,399,000 7,399,000 
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は100株であり
 ます。

計 7,399,000 7,399,000 ― ―
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注)  平成24年３月31日の株主名簿に記載または記録された株主に対し、所有株式１株につき２株の割合をもって 

分割いたしました。 

  

(6) 【大株主の状況】 

 
(注)  平成24年４月１日付で１株を２株に株式分割しております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成24年４月１日 
 (注) 3,699,500 7,399,000 ― 336,568 ― 340,224 

  平成24年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社エム・ケイ・パートナー
ズ 

佐賀県伊万里市立花町1529番地7 1,960,000 26.49 

金子 和斗志 佐賀県伊万里市 1,459,100 19.72 

金子 晴美 佐賀県伊万里市 719,600 9.72 

野村信託銀行株式会社(アイ・ケ
イ・ケイ従業員持株会専用信託
口) 

東京都千代田区大手町2丁目2-2 379,900 5.13 

アイ・ケイ・ケイ従業員持株会 福岡県糟屋郡志免町片峰3丁目6-5 267,100 3.60 

金子 美枝 佐賀県伊万里市 150,000 2.02 

金子 和代 佐賀県伊万里市 150,000 2.02 

ユービーエス エイジー ロンド
ン アジア エクイティーズ(常
任代理人 ＵＢＳ証券株式会社) 

東京都千代田区大手町1丁目5-1 大手町ファ
ーストスクエアイーストタワー 110,700 1.49 

金子 和枝 佐賀県伊万里市 109,000 1.47 

片山 晃 東京都千代田区 100,000 1.35 

計 ― 5,405,400 73.05 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 
 (注)１  平成24年４月１日付で１株を２株に株式分割しております。  

２ 「完全議決権株式（その他）」欄の株式数には、アイ・ケイ・ケイ従業員持株会専用信託が所有する当社株

式379,900株（議決権3,799個）が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

 
(注)１ 平成24年４月１日付で１株を２株に株式分割しております。 

  ２ 上記のほか、四半期連結財務諸表において自己株式として認識している当社株式が379,900株あります。 

これは、当第２四半期連結会計期末日現在において、アイ・ケイ・ケイ従業員持株会専用信託(以下、「従 

持信託」)が所有している当社株式であり、会計処理上、当社と従持信託は一体であると認識し、従持信託 

が所有する当社株式を自己株式として計上していることによるものであります。 

  

  平成24年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式
400 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 
7,398,000 

73,980 ― 

単元未満株式 
普通株式

600 
― ― 

発行済株式総数 7,399,000 ― ―

総株主の議決権 ― 73,980 ―

  平成24年４月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
アイ・ケイ・ケイ株式会社 

佐賀県伊万里市新天町722
番地5 400 ― 400 0.00 

計 ― 400 ― 400 0.00 
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前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

(1) 新任役員 

   該当事項はありません。 

  

(2) 退任役員 

   該当事項はありません。 

  

(3) 役職の異動 

  

 
  

２ 【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 
(管理本部長兼人事部長)

取締役
(管理本部長兼経営管理部長)

登田 朗 平成24年２月13日

取締役 
(経営企画部長)

取締役
(人事部長)

寺澤 大輔 平成24年２月13日

取締役 
(経営管理部長)

取締役
(経営企画部長)

諸岡 安名 平成24年２月13日
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年２月１

日から平成24年４月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年11月１日から平成24年４月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年10月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年４月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,609,153 1,681,705

売掛金 244,460 365,249

商品 81,088 97,681

原材料及び貯蔵品 69,567 69,099

その他 224,996 200,967

貸倒引当金 △5,627 △6,895

流動資産合計 2,223,639 2,407,807

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,956,417 6,677,397

土地 1,643,983 1,643,983

その他（純額） 317,443 360,112

有形固定資産合計 8,917,844 8,681,493

無形固定資産 107,259 99,824

投資その他の資産 ※  910,571 ※  860,061

固定資産合計 9,935,676 9,641,379

資産合計 12,159,315 12,049,187

負債の部   

流動負債   

買掛金 638,164 529,778

1年内償還予定の社債 70,000 70,000

1年内返済予定の長期借入金 1,160,570 1,131,341

未払法人税等 188,077 414,238

賞与引当金 161,491 167,287

その他 851,095 930,293

流動負債合計 3,069,398 3,242,938

固定負債   

社債 80,000 45,000

長期借入金 3,071,143 2,721,934

退職給付引当金 69,409 73,882

役員退職慰労引当金 210,660 222,863

ポイント引当金 45,891 48,868

資産除去債務 270,792 273,454

その他 198,308 202,933

固定負債合計 3,946,204 3,588,935

負債合計 7,015,603 6,831,874
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年10月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年４月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 336,568 336,568

資本剰余金 340,224 342,346

利益剰余金 4,467,036 4,719,581

自己株式 △115 △181,183

株主資本合計 5,143,712 5,217,313

純資産合計 5,143,712 5,217,313

負債純資産合計 12,159,315 12,049,187
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月１日 
 至 平成23年４月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年４月30日) 

売上高 5,669,797 6,400,494

売上原価 2,572,294 2,866,824

売上総利益 3,097,502 3,533,670

販売費及び一般管理費 ※１  2,598,002 ※１  2,691,860

営業利益 499,500 841,809

営業外収益   

受取利息 353 199

受取手数料 2,061 1,974

負ののれん償却額 858 －

その他 2,338 2,176

営業外収益合計 5,612 4,350

営業外費用   

支払利息 30,804 23,871

株式公開費用 － 22,187

その他 3,468 10,328

営業外費用合計 34,272 56,387

経常利益 470,839 789,771

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,037 －

特別利益合計 1,037 －

特別損失   

固定資産除却損 4,624 5,218

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 51,978 －

災害による損失 ※２  128,865 －

特別損失合計 185,468 5,218

税金等調整前四半期純利益 286,407 784,553

法人税、住民税及び事業税 190,540 404,085

法人税等調整額 △46,837 40,986

法人税等合計 143,703 445,072

少数株主損益調整前四半期純利益 142,704 339,480

四半期純利益 142,704 339,480
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月１日 
 至 平成23年４月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年４月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 142,704 339,480

その他の包括利益   

その他の包括利益合計 － －

四半期包括利益 142,704 339,480

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 142,704 339,480

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月１日 
 至 平成23年４月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年11月１日 
 至 平成24年４月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 286,407 784,553

減価償却費 393,630 397,012

負ののれん償却額 △858 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 51,978 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,037 △469

賞与引当金の増減額（△は減少） 11,823 5,796

災害損失引当金の増減額（△は減少） 72,290 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,876 4,472

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,649 12,203

ポイント引当金の増減額（△は減少） 2,882 2,977

固定資産除却損 4,624 5,218

受取利息 △353 △199

支払利息 30,804 23,871

シンジケートローン手数料 499 499

売上債権の増減額（△は増加） 54,185 △116,668

たな卸資産の増減額（△は増加） △40,545 △16,124

仕入債務の増減額（△は減少） △130,739 △108,385

その他 △186,697 118,715

小計 557,419 1,113,473

利息の受取額 353 199

利息の支払額 △31,240 △23,146

法人税等の還付額 10,499 832

法人税等の支払額 △655,989 △180,820

営業活動によるキャッシュ・フロー △118,958 910,538

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △618,643 △148,912

無形固定資産の取得による支出 △4,219 △1,338

その他 △19,481 △8,814

投資活動によるキャッシュ・フロー △642,343 △159,065

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 － 194,000

長期借入金の返済による支出 △619,950 △572,438

社債の償還による支出 △35,000 △35,000

自己株式の売却による収入 － 12,651

自己株式の取得による支出 △48 △191,596

配当金の支払額 △86,358 △86,538

財務活動によるキャッシュ・フロー △741,356 △678,921

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,502,658 72,551

現金及び現金同等物の期首残高 3,554,162 1,609,153

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,051,504 ※  1,681,705
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【会計方針の変更等】 

 
  

【追加情報】 

 
  

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年11月１日  至  平成24年４月30日)

会計方針の変更 

(１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用) 

第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年

６月30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年

６月30日公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年６月

30日）を適用しております。 

当第２四半期連結会計期間において株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われ

たと仮定し、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算定しております。 

なお、これによる影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年11月１日  至  平成24年４月30日)

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用) 

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

(信託型従業員持株インセンティブ・プランの導入) 

当社は、平成23年12月12日開催の取締役会において、当社グループ従業員に対する当社の中長期的な企業価値

向上へのインセンティブ付与、福利厚生の拡充及び株主としての資本参加による従業員の勤労意欲高揚を通じた

当社の恒常的な発展を促すことを目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」の導入を決議いた

しました。 

本プランでは、当社従業員持株会へ当社株式を譲渡していく目的で設立する「アイ・ケイ・ケイ従業員持株会

専用信託」（以下、従持信託）が、導入後５年間にわたり当社従業員持株会が取得する規模の株式を予め一括し

て取得し、当社従業員持株会へ売却を行います。 

当該信託契約による当社株式の取得・売却については、当社と従持信託は一体であるとする会計処理を行って

おります。従って従持信託が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに収益及び費用については四半期連結貸

借対照表及び四半期連結損益計算書に含めて計上しております。 

なお、平成24年４月30日現在において従持信託が所有する自己株式は379,900株であります。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

前連結会計年度 
(平成23年10月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年４月30日) 

※ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産          8,200千円 

※ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産         6,463千円 

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月１日 
至 平成23年４月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年11月１日 
至 平成24年４月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

給料及び手当           681,218千円 

賞与引当金繰入額         105,605 

退職給付費用            7,303 

役員退職慰労引当金繰入額      10,031 

ポイント引当金繰入額        3,635 

※２ 災害による損失は、平成23年３月11日に発生した

東日本大震災による損失額を計上しており、その

主要な内訳は、復旧工事にかかる災害損失引当金

繰入額72,290千円、営業休止期間中の固定費

46,509千円であります。 

 

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

給料及び手当           728,081千円 

賞与引当金繰入額         113,985 

退職給付費用            8,707 

役員退職慰労引当金繰入額      12,203 

貸倒引当金繰入額          △469 

ポイント引当金繰入額        3,580 

――――――――――― 

 

(自  平成22年11月１日 
至  平成23年４月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年11月１日 
至  平成24年４月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係(平成23年４月30日現在) 

現金及び預金 2,051,504千円

現金及び現金同等物 2,051,504千円

※  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係(平成24年４月30日現在) 

現金及び預金 1,681,705千円

現金及び現金同等物 1,681,705千円
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(株主資本等関係) 

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年11月１日  至  平成23年４月30日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。  

  

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年11月１日  至  平成24年４月30日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

当社は、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」の導入による信託契約に基づき自己株式の取

得及び売却を行っており、取得による増加が191,530千円、売却による減少が10,529千円となりまし

た。 

その結果、当第２四半期連結累計期間において自己株式が181,067千円増加し、当第２四半期連結会

計期間末における自己株式は181,183千円となっております。 

  

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年１月27日 
定時株主総会 

普通株式 86,936 23.50 平成22年10月31日 平成23年１月28日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年１月27日 
定時株主総会 

普通株式 86,935 23.50 平成23年10月31日 平成24年１月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第２四半期連結累計期間(自 平成22年11月１日 至 平成23年４月30日)及び当第２四半期連結累

計期間(自  平成23年11月１日  至  平成24年４月30日) 

 当社グループの報告セグメントは、婚礼事業及び葬儀事業でありますが、葬儀事業の全セグメントに

占める割合が僅少であり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略してお

ります。 

  

― 19 ―



  
(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算

定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
(注)１. 当第２四半期連結累計期間の「普通株式の期中平均株式数」は、アイ・ケイ・ケイ従業員持株会専用信託が所

有する当社株式を控除しております。 

２. 当社は、平成24年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

を算定しております。 

  
(会計方針の変更) 

第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第

２号 平成22年６月30日)、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第４号 平成22年６月30日公表分)及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取

扱い」(実務対応報告第９号 平成22年６月30日)を適用しております。 

当第２四半期連結会計期間において株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株

式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益を算定しております。 

これらの会計基準等を適用しなかった場合の前第２四半期連結累計期間の１株当たり四半期純

利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、以下のとおりであります。 

１株当たり四半期純利益金額 38円57銭 

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 38円45銭  

  
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

項目 (自  平成22年11月１日 
至  平成23年４月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年11月１日 
至  平成24年４月30日) 

当第２四半期連結累計期間

(1) １株当たり四半期純利益金額 19円29銭 47円61銭

    (算定上の基礎) 

    四半期純利益金額(千円) 142,704 339,480 

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 142,704 339,480 

    普通株式の期中平均株式数(株) 7,398,847 7,130,298 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 19円22銭 47円37銭

    (算定上の基礎) 

    四半期純利益調整額(千円) ― ―

    普通株式増加数(株) 24,064 35,597 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要 

― ―

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成24年６月13日

アイ・ケイ・ケイ株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているア

イ・ケイ・ケイ株式会社の平成23年11月１日から平成24年10月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会
計期間(平成24年２月１日から平成24年４月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年11月１日から
平成24年４月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計
算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュー
を行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アイ・ケイ・ケイ株式会社及び連結子会社
の平成24年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキ
ャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな
かった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    佐    藤    宏    文    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    金    子    一    昭    印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 福岡財務支局長 

【提出日】 平成24年６月13日 

【会社名】 アイ・ケイ・ケイ株式会社 

【英訳名】 ＩＫＫ Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 金子 和斗志 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

 
【本店の所在の場所】 佐賀県伊万里市新天町722番地５ 

（上記は登記上の本店所在地であり、実際の業務は下記の場

所で行っております。） 

福岡県糟屋郡志免町片峰三丁目６番５号 

 

 
【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

 

 



当社代表取締役社長金子和斗志は、当社の第17期第２四半期(自平成24年２月１日 至平成24年４月30

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】


	第２四半期報告書
	表紙
	中扉
	目次
	扉
	第一部　【企業情報】
	第１　【企業の概況】
	１　【主要な経営指標等の推移】
	２　【事業の内容】

	第２　【事業の状況】
	１　【事業等のリスク】
	２　【経営上の重要な契約等】
	３　【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３　【提出会社の状況】
	１　【株式等の状況】
	２　【役員の状況】

	第４　【経理の状況】
	１　【四半期連結財務諸表】
	２　【その他】


	第二部　【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書
	確認書


